様式第６号（第５条関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

取組番号４に係る詳細報告書（子の看護等休暇） 


市内の本社又は事業所に勤務する労働者が前年１月１日から１２月３１日までの期間（以下「当年期間」という。）に取得した子の看護等休暇の１人当たりの取得日数と、前々年の１月１日から１２月３１日までの期間（以下「前年期間」という。）における子の看護等休暇の１人当たりの取得日数を比較し、２０％以上向上していることを、次のとおり報告します。
[image: ]
※【　　　】に当てはまる数値を記入してください。
※Ａ【　　】のように、アルファベットが付いている【　】には、同じ数値を記入してください。
	当てはまる場合は、チェックを入れてください。チェックが無い場合、本項目による申請はできません。
☐　子の看護等休暇は１時間単位で取得できる。

	①当年期間の
子の看護等休暇
総取得日数
	当年期間の市内の本社又は事業所に勤務する全ての労働者の取得日数合計を記入してください。
Ａ【　　　】日（年間合計）
※Ａが０日の場合は、本項目では申請できません。

	②当年期間の
１人当たりの
取得日数
	全ての労働者の当年期間の年間取得日数合計Ａを、
当年期間の市内事業所に勤務する子の看護等休暇を取得した労働者の人数Ｂ【　　】で割ります。
Ａ【　　　】日 ／ Ｂ【　　　】人
 ＝当年期間の１人当たりの取得日数　Ｃ【　　　】日

	③前年期間の
子の看護等休暇
総取得日数
	前年期間の市内の本社又は事業所に勤務する全ての労働者の取得日数合計を記入してください。
Ｄ【　　　】日（年間合計）

	④前年期間の
１人当たりの
取得日数
	前年期間の全ての労働者の年間取得日数合計Ｄを、
前年期間の市内事業所に勤務する子の看護等休暇を取得した労働者の人数Ｅ【　　】で割ります。
Ｄ【　　　】日 ／ Ｅ【　　　】人
 ＝前年期間の１人当たりの取得日数　Ｆ【　　　】日

	⑤前年当年比較
	②で計算した当年期間の１人当たりの取得日数Ｃを④で計算した前年期間の１人当たりの取得日数Ｆで割り、前年と当年を比較し算出した向上率が、１２０％を超えているかを計算します。
当年期間の１人当たりの取得日数Ｃ【　　　】／前年期間の１人当たりの取得日数Ｆ【　　　】× １００ ＝【　　　】％≧１２０％

※前年期間の取得日数が０日で、当年期間の取得日数が０日より大きい数値の場合は⑤の要件は満たしたものとして扱います。


　※数値は、小数点第３位を四捨五入してください。
※各期間における子の看護等休暇日数等は、その期間の終了時における実数を御記入ください。
　　例：当年期間の子の看護等休暇日数・・・前年１２月３１日時点に所属している労働者に係る看護等休暇日数で算出
※本項目の申請は、子の看護等休暇が１時間単位で取得可能である制度を整備している場合に限ります。

【関連書類】
・子の看護等休暇に関する労働協約又は就業規則の写し
・当年期間及び前年期間における子の看護等休暇の取得状況が分かる資料（任意様式　例：労働者名簿ごとにまとめられた年間の子の看護等休暇の一覧表（総休暇日数及び対象となる労働者総数の記載があるもの））
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